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研究成果の概要（和文）：本研究は、複数の行政機関が連携・協働して活動する「多機関連携」の実態を、事例
研究を通じて明らかにした。具体的には、児童虐待防止、児童発達支援、少年非行防止、公共図書館、労働基準
監督、消費者保護、就労支援、地域包括ケアシステムという８つの分野における事例から、多機関連携の実態と
課題を分析した。その結果、日本の行政では、多機関連携を効果的に進めるために、公式・非公式の会議体の設
置や関係機関のワンストップ化、関係機関の役割分担のルール化といった方式が活用されていることが明らかに
なった。本研究の成果は、伊藤正次編著『多機関連携の行政学』（有斐閣、2019年2月）として公刊した。

研究成果の概要（英文）：This study clarified the dynamics of interagency collaboration in Japanese 
public sector through case studies in eight fields: child abuse prevention, child development 
support, juvenile delinquency prevention, public library, labor standard supervision, consumer 
protection, employment support,and community-based integrated care systems. As a result, it made 
clear that multiple methods are used in order to effectively promote interagency collaboration in 
Japanese administration such as the establishment of formal and informal conference bodies, one-stop
 implementation of relevant organizations, and the creation of rules for sharing roles among 
relevant organizations. The result of this study was published as a book titled “Interagency 
Collaboration in the Public Sector,” edited by Masatsugu Ito (Yuuhikaku, February 2019).

研究分野：行政学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本書は、これまで日本の行政学で分析されてこなかった多機関連携について、事例研究に即してその実態を分野
横断的に明らかにしたという学術的意義をもつ。同時に、人材や財源が減少している日本の行政において、多機
関連携を、行政活動の質の維持・向上を図り、各種のリスクに対処するための効果的な手法として位置づけたと
いう社会的意義を有する。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 従来の日本の行政学は、類似した政策を担当する行政機関が多元的に分立している状況をセ
クショナリズムと捉え、その弊害を指摘してきた。また、国・自治体という異なるレベルの行
政機関が同一の政策領域に関わっている状態は二重行政と捉えられ、その無駄と非効率性が批
判されてきた。 
 しかしアメリカの行政研究では、多核型ガバナンス論（polycentric governance）や冗長性
論（redundancy）のように、行政主体の多元性を積極的に評価する議論の系譜も存在する。ま
た、1980年代以降に興隆した新公共管理論（New Public Management: NPM）も、行政機関
の企画立案部門と業務執行部門の分離、省庁組織の機能別細分化等が効率性をもたらすと主張
していた。他方、こうした多元的な行政主体間の「競争」の意義を強調する議論、特に NPM
に対しては、1990年代後半以降、イギリスやニュージーランド等において、行政組織の過度の
細分化が情報流通や人材育成に負の影響をもたらしているという批判が加えられるようになっ
た。そうした中で、行政機関の連携によって政策目標や政策情報の共有を図り、行政サービス
の質やサービス利用者の利便性を向上させる「多機関連携（interagency collaboration）」が提
唱されたのである。 
 翻って日本の行政学では、NPM 批判の文脈で公共部門と民間部門の連携・協働を説くガバ
ナンス論は提唱されているものの、公共部門内部の多機関連携に着目した研究はほとんど存在
しない。むしろ、児童虐待防止や少年非行防止等における多機関連携が社会福祉学や刑事政策
学で個別に研究が進められているのが実情である。そのため、分野横断的な行政学の視点から、
日本の行政における多機関連携の実態と課題を多面的に分析する必要があると考え、本研究を
開始した。 
 
２．研究の目的 
 本研究の全体的な目的は、多元的に分立している国・自治体の行政機関相互の連携・協働の
実態を把握し、効果的な連携手法を探究することにある。従来の日本の行政学は、行政機関が
多元的に分立している状況をセクショナリズムと捉え、その弊害を指摘してきた。しかし、人
材・財源等の行政資源の利用可能性が限られる中で、行政サービスが提供される現場では、国・
自治体の関係機関間の連携・協働体制を構築し、既存の行政資源を最大限活用することが求め
られている。本研究は、こうした行政機関の連携・協働を「多機関連携」と捉え、各行政分野
の事例研究を行い、これらを相互に比較検討することによって、多機関連携の実態と課題を解
明することを目的とする。これにより現代行政・地方自治の理論と実践の双方に対して具体的
な貢献を行うことを目指す。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、研究代表者・分担者・協力者が各分野の多機関連携の実態に関する事例研究を行
ったうえで研究会を開催し、そこで得られた知見を代表者が理論的に整理するという帰納的な
研究方法を採用した。4年間の研究期間を通じて、通算 9回の研究会を開催した。 
また、研究代表者・研究分担者・研究協力者が担当する 8つの行政分野（児童虐待防止、児
童発達支援、少年非行防止、公共図書館、労働基準監督、消費者保護、就労支援、地域包括ケ
アシステム）について、合同で関係者・担当者に対するヒアリング調査を行い、同時に研究会
を開催してヒアリング調査で得られた知見の整理を行った。合同ヒアリング調査先は以下の通
りである。 
調査実施年月日 調査先 内容 

2016 年 2月 7～9日 北九州少年サポートセンター、福岡
市子ども総合相談センター、福岡市
役所 

少年非行防止、児童虐待防
止、観光振興等 

2017 年 3月 15～17 日 徳島県県民暮らし安全局、徳島県消
費者協会 

消費者行政等 

2018 年 3月 4～6日 大牟田市 地域包括ケアシステム、動
物園行政等 

 
 さらに、専門家からの知見を得るために、以下の通り 2回の研究会を開催した。 
開催年月日 講師 内容 
2015 年 11 月 5日 川﨑二三彦氏（子どもの虹情報研

修センター長） 
児童虐待防止行政について 

2016 年 9月 30 日 久保田崇氏（立命館大学大学院公
務研究科教授） 

子ども・若者育成支援推進法の立案
過程について 

 
 以上の方法で研究を進める過程で、行政学者によるピア・レビューを受けることを目的とし
て、2017 年度日本行政学会の公募企画に応募し採択された。同企画では、代表者（伊藤正次）
及び分担者（鈴木潔、松井望）が研究内容の発表を行い、討論者の青木栄一氏（東北大学大学
院教育学研究科准教授）にコメントを頂いたうえで、会員との意見交換を行った。 



 以上のように、本研究は、ヒアリング調査等に基づく各行政分野の事例研究、専門家からの
知見の提供、行政学者によるピア・レビューという方法を採用した。 
 
４．研究成果 
 本研究は、事例研究を積み重ねる帰納的な方法を採用しつつも、分野横断的な行政学の視点
を設定することによって、日本の行政における多機関連携の実態を明らかにするとともに、そ
の課題を浮き彫りにするという成果を得ることができた。具体的には、8 つの行政分野の位置
づけを改めて明らかにした上で、各分野を「場」「人」「制度」という 3つの視点から整理する
ことによって、日本の行政における多機関連携の全体像を描き出すことができた。 
 具体的には、まず、複数の行政機関が何のために連携するのかという連携の「目的」と、各
行政分野の「機能」という 2つの軸で本研究が扱った行政分野を整理した。連携の目的として
は、①行政活動をいわば「直列」でつなぐことにより、関係機関の連携によって対象者にとっ
てシームレスな（切れ目のない）行政を実現すること、②「並列」で展開される行政活動を組
み合わせることによって単一の行政機関では実現困難なシナジー（相乗効果）を生み出すこと、
という 2つに大別することができる。他方、行政の機能は、大きくいえば、①規制・規律づけ
と②支援・助成に分けることができる。これら 2軸を組み合わせ、本研究で扱った行政分野を
対応させたものが次の表である。 
      連携の機能 
連携の目的 

規制・規律づけ 支援・助成 

シームレス 
（切れ目のない行政） 

児童虐待防止（鈴木） 
少年非行防止（手塚） 

児童発達支援（関） 
就労支援（伊藤） 

シナジー 
（相乗効果） 

労働基準監督（前田） 
消費者保護（松井） 

公共図書館（嶋田） 
地域包括ケアシステム（荒見） 

 
 以上の整理を前提としたうえで、各行政分野を連携における「場」「人」「制度」という視点
から改めて分析した結果、次のような知見を得た。 
 第１に、関係機関・担当者が連携を行うための「場」について、関係機関・担当者が情報共
有を行う場として、各分野で公式・非公式の会議体が幅広く活用されていることが改めて明ら
かになった。ただし、会議体を単に設置するだけでは、関係機関が協働する行動連携につなげ
ることができないため、会議体方式以外の連携方式が探究されていることも同時に明らかにな
った。また、関係機関を同一施設・フロアに入居させることも各分野で活用されており、場の
空間設計が効果的な連携に影響を与えていることも明らかになった。 
 第２に、多機関連携を実際に担う「人」の要素は、各分野で多様な形態をとっている。連携
を進めるためにはキーパーソンの存在や関係機関のトップの理解が重要であることが示された。
また、職員の人事管理も連携を進めるための重要な手段である。複数の関係機関に対する専門
職の分散配置や、異なる領域での執務経験者の受け入れ、関係機関の職との併任といった方式
が活用されている。他方、専門職員の不足は各分野で深刻な課題となっている。 
 第３に、多機関連携を進める上で、公式・非公式の協定やルール、組織編制といった「制度」
が果たす役割の重要性を改めて確認することができる。情報連携のための制度は各分野で整備
されているが、同時に、労働基準監督と消費者保護の分野では、規制の相乗効果を発揮するた
め、関係機関が合同で監督・調査を行う行動連携を実現するための取り決めが整備されている。
また、関係機関を同一部局に置く組織再編や連携のハブ組織の設置によって、連携の制度的パ
ターンを変更し、効果的な連携を促すことも試みられている。他方、国と自治体の役割分担と
それに基づく連携関係の制度化の程度は、分野ごとに大きく異なることが明らかになった。 
 以上のように、各行政分野では、多様な手法を組み合わせて多機関連携を模索していること
が改めて明らかになった。また、各行政分野の分類との関係では、シームレスな連携を必要と
する分野では、同一施設・フロアへの入居という「場」の空間設計が活用されていること、規
制執行の相乗効果を高めるために、労働基準監督・消費者保護分野では行動連携のための制度
が発達していることが明らかにされた。 
 以上の研究成果は、伊藤正次編著『多機関連携の行政学―事例研究によるアプローチ』（有斐
閣、2019 年 2月）として公刊した。他方、本研究の実践的な課題としては、日本の行政におけ
る慢性的な人手不足は、多機関連携を促す要因としても作用する一方、専門能力に支えられた
安定的な連携関係の構築を制約する要因としても作用していることが浮き彫りになった。人材
や財源といった行政資源が減少していく我が国の行政においては、手持ちの資源を効果的に組
み合わせ、シームレスな、あるいはシナジーを発揮できる行政活動を持続可能な形で展開して
いく必要性に迫られている。本研究で扱った多機関連携の手法は、今後の日本の行政・地方自
治の持続可能性を高めるうえでも参考になると考えられる。同時に、本研究の成果からは、各
主体が多様な連携手法を開発できる環境を整備することの実践的重要性を認識することができ
よう。 
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